
それぞれの指導区分につき、次の内容の指導を行う。   

ア 「要指導」と区分された者  

問診の結果から、歯みがきの方法等特に改善を必要とする日常生活について  

指導する。   

イ 「要精検」と区分された者  

医療機関において精密検査を受診するよう指導する。  

（5）結果の通知  

検診の結果については、指導区分を付し、受診者に速やかに通知する。  

（6）記録の整備  

検診の記録は、氏名、年齢、住所、検診の結果、指導、歯周疾患検診の指導区   

分等を記録する。また、必要に応じ、治療の状況や事後の指導その他必要な事項   

についても記録する。  

（7）その他の留意事項  

歯周疾患検診は、疾病の発見のみならず、検診の実施により健康自立への意識   

を高揚させ、実践へ結びつけることにより快適な高齢期を迎えることを目的とす   

るものであることから、健康教育、健康相談及び訪問指導等他の保健事業と有機   

的な連携を図ることにより、適切な指導等が継続して行われるよう配慮する。  

それぞれの指導区分につき、次の内容の指導を行う。  

ア 「要指導」と区分された者  

問診の結果から、歯みがきの方法等特に改善を必要とする日常生活について  

指導する。  

イ 「要精検」と区分された者  

医療機関において精密検査を受診するよう指導する。  

（5）結果の通知  

検診の結果については、指導区分を付し、受診者に速やかに通知する。  

（6）記録の整備  

検診の記録は、氏名、年齢、住所、検診の結果、指導、歯周疾患検診の指導区   

分等を記録する。また、必要に応じ、治療の状況や事後の指導その他必要な事項  

についても記録する。  

（7）その他の留意事項  

歯周疾患検診は、疾病の発見のみならず、検診の実施により健康自立への意識   

を高揚させ、実践へ結びつけることにより快適な高齢期を迎えることを目的とす   

るものであることから、健康教育、健康相談及び訪問指導等他の保健事業史企塗   

予防事業等と有機的な連携を図ることにより、適切な指導等が継続して行われる  

よう配慮する。   

4 骨組髭症検診  

（1）目的  

骨組髭症は骨折等の基礎疾患となり、高齢社会の進展によりその増加が予想さ   

れることから、早期に骨王減少者を発見し、骨粗髭症を予防することを目的とす  

る。  

（2）検診の実施  

検診の項目は問診及び骨圭測定とする。  

ア 問診  

運動習慣、食生活の内容等を聴取する。  

イ 骨圭測定  

CXD法、DIP法、SXA法、DXA法、PQCT法又は超音波法等によ  

り実施する。  

（3）検診結果の判定  

「骨粗髭症予防マニュアル」（厚生省）に基づき、「異常なし」、「要指導」及び   

「要精検」に区分する。  

（4）指導区分等  

それぞれの指導区分につき、次の内容の指導を行う。   

ア 「要指導」と区分された者  

食生活指導や運動指導等日常生活上の注意を促すとともに、生活習慣行動の  

改善指導等の保健事業への参加を指導する。  

イ 「要精検」と区分された者  

医療機関において精密検査を受診するよう指導する。  

4 骨粗髭症検診  

（1）目的．  

骨粗髭症は骨折等の基礎疾患となり、高齢社会の進展によりその増加が予想さ   

れることから、早期に骨量減少者を発見し、骨粗髭症を予防することを目的とす  

る。  

（2）検診の実施  

検診の項目は問診及び骨王測定とする。  

ア 問診  

運動習慣、食生活の内容等を聴取する。  

イ 骨1測定  

CXD法、DIP法、SXA法、DXA法、PQCT法又は超音波法等によ  

り実施する。  

（3）検診緒果の判定  

「骨粗怒症予防マニュアル」（厚生省）に基づき、「異常なし」、「要指導」及び   

「要精検」に区分する。  

（4）指導区分等  

それぞれの指導区分lこつき、次の内容の指導を行う。  

ア r要指導」と区分された者  

食生活指導や運動指導等日常生活上の注意を促すとともに、生活習慣行動の  

改善指導等の保健事業への参加を指導する。  

イ 「要捕検」と区分された者  

医療機関において精密検査を受診するよう指導する。   



（5）結果の通知  

検診の結果については、指導区分を付し、受診者に速やかに通知する。  

（6）記録の整備   

検診の記録は、氏名、年齢、住所、検診の結果並びに指導、精密検査の必要性   

の有無等を記録する。また、必要に応じ、治療の状況や事後の指導その他必要な   

事項についても記録する。  

（7）その他の留意事項  

骨粗髭症検診は、疾病の発見のみならず、検診の実施により健康自立への意識   

を高揚させ、実践へ結びつけることにより快適な高齢期を迎えることを目的とす   

るものであることから、健康教育、健康相談及び訪問指導等他の保健事業と有機   

的な連携を図ることにより、適切な指導等が継続して行われるよう配慮する。  

（5）結果の通知  

検診の結果については、指導区分を付し、受診者に速やかに通知する。  

（6）記録の整備  

検診の記壷剥ま、氏名、年齢、住所、検診の結果並びに指導、精密検査の必要性   
の有無等を記録する。また、必要に応じ、治療の状況や事後の指導その他必要な   

事項についても記録する。  

（7）その他の留意事項  

骨組軽症検診は、疾病の発見のみならず、検診の実施により健康自立への意識   

を高揚させ、実践へ結びつけることにより快適な高齢期を迎えることを目的とす   

るものであることから、健康教育、健康相談及び訪問指導等他の保健事業史企逢   

予防事業等と有機的な連携を図ることにより、適切な指導等が継続して行われる  

よう配慮する。   

5 健康度評価  

（1）目的  

個人の生活習慣行動や生活機能等の把握を行うとともに、その評価等を基に生   

活習慣改善に係る指導を実施するこ上により、対象者個人の必要性に応じた、計   

画的かつ総合的なサービスの提供に資することを目的とする。  

5 健康度評価  

（1）目的  

個人の生活習慣行動や社会・生活環境等の把握を行うとともに、その評価等を   

基に生活習慣改善に係る指導を実施することにより、対象者個人の必要性に応じ   

た、計画的かつ総合的なサービスの提供に資することを目的とする。  

盟 塾象量  
当該市町村の区域内に居住地を有する40歳以上の者を対象とする。  

迎 健康度評価の種類  

健康度評価の種類については、次に掲げるものとする。   

ア 生活習慣病の予防に関する健康度評価   

イ 介護を要する状態等の予防に関する健康度評価   

り 生活習慣行動の改善指導  

（4）健康度評価の実施   

ア 生活習慣病予防に関する健康度評価  

仇 生活習慣行動質問票の配布  

健康手帳の交付時や、健康相談、基本健康診査の実施時等、対象者と保健  
事業の接点となる機会を幅広くとらえ、生活習慣行動質問票（以下「A票」  

という。）を配布する。  

A票の内容は、総合的な健康度の把握、生活習慣病の危険度の把握等を目  

的としたものとする。配布の方法は、健康手帳への添付、対象者へ基本健康  
診査の会場や結果説明会での配布その他の適切な方法とする。   

（イ）生活習慣行動の把握及び評価  

A票を直接又は郵送等により回収し、その内容を把握する。医師、保健師、  
管理栄養士その他保健事業に従事する専門家は、A票の回答結果や基本健康  

診査の結果その他当該対象者の生活習慣行動の把握に資する情報を総合的に  

評価し、当該対象者にふさわしい保健サービスを提供するための計画を策定  

する。   

イ 介護を要する状態等の予防に関する健康度評価   

迎 健康度評価の種類  

健康度評価の種矧こついては、次に掲げるものとする。   

ア 生活習慣病の予防に関する健康度評価   

イ 介護を要する状態等の予防に関する健康度評価  

り 

坦健 
ア 生活習慣行動に関する健康度評価   

（ア）健康度評価のための質問票（A票）の配布  

健康手帳の交付時や、健康相談、基本健康診査の実施時等、対象者と保健  
事業の接点となる機会を幅広くとらえ、健康度評価のための質問票（A票）  

（以下「A票」という。）を配布する。  

A幕の内容は、総合的な健康度の把握、生活習慣病の危険度の把握等を目  

的としたものとする。配布の方法は、健康手帳への添付、対象者へ基本健康  

診査の会場や結果説明会での配布その他の適切な方法とする。   

（イ）生活習慣行動の把握及び評価  

A票を直接又は郵送等により回収し、その内容を把握する。医師、保健師、  
管理栄養士その他保健事業に従事する専門家は、A票の回答結果や基本健康  

診査の結果その他当該対象者の生活習慣行動の把握に資する情報を総合的に  

評価し、当該対象者にふさわしい保健サービスを提供するための計画を策定  

する。   

イ 介護を要する状態等の予防に関する健康度評価  



け）健康度評価のための質問票（B票）の配布  

健康手帳の交付時、健康相談その他の保健事業の実施時、要介護認定等（  

介護保険法に規定する要介護認定又は要支援認定をいう。以下同じ。）の結  

果通知時など、対象者と保健事業との接点となる機会を幅広くとらえ、壁塵  

度評価のための質問票（B票）（以下「B票」という。）を配布する。  

B真の内容は、総合的な生活機能や、介護を要する状態となることの危険  

度（閉じこもりや転倒の危険度など）の把握等を目的としたものとする。  

配布の方法は、健康手帳への添付、対象者への郵送、要介護認定等の申請  
時又は結果通知時における配布その他の適切な方法とする。   

（イ）生活機能等の把握及び評価  

B票を直接又は郵送等により回収し、その内容を把握する。医師、保健師、  
管理栄養士その他保健事業に従事する専門家は、B票の結果その他対象者の  

生活機能等の把握に資する情報を総合的に評価し、当該対象者にふさわしい  

保健サービスを提供するための計画を策定する。   

ウ 生活習慣行動の改善指導   

（ア）目的  

A票や基本健康診査等の結果、食生活、運動、休養等の生活習慣を改善す  
る必要が認められる者に対して、具体的な行動変容を支援する指導を行い、  

健全な生活習慣の確立を通じて生活習慣病を予防することを目的とする。   

（イ）対象者  

① 基本健康診査又は骨組軽症検診において、「要指導」と判定された者の  

うち、生活習慣行動の改善指導が必要と評価されたもの。  

② 基本健康診査又は骨粗髭癌検診において、「要医療」又は「要精検」と判  

定された者のうち、受診の結果医療の必要はないが生活習慣行動の改善指  

導が必要と判定されたもの。  

③ 上記以外で生活習慣病予防のために生活習慣行動の改善指導が必要と認  

められる者。   

（ウ）指導の担当者  

医師、保健師、管理栄養士等とする。   

（エ）指導内容  

全量や基本健康診査等の結果から判断される  

健康状態について説明するとともに、生活習慣行動における問題点を指摘し、  

対象者の状況に即した具体的な生活習慣行動の改善点を指導する。  

け）実施場所  

市町村保健センター、公民館等住民に身近な場所で行うよう配慮するとと  

もに、必要に応じ医療機関等で行う。  

肋）受託実施機関  

受託実施機関は、把握された生活習慣及び指導内容を速やかに実施主体に  

報告する。  

担 記録の整備  

氏名、年齢、健康度評価の方法及びその後のサービスの活用状況等を個人ごと  

倒 社会・生活環境等質問票の配布  

健康手帳の交付時、健康相談その他の保健事業の実施時、要介護認定等（  

介護保険法に規定する要介護認定又は要支援認定をいう。以下同じ。）の結  

果通知時など、対象者と保健事業との接点となる機会を幅広くとらえ、進呈  

・生活環境等質問票（以下「B票」という。）を配布する。  

B票の内容は、総合的な生活機能や、介護を要する状態となることの危険  

度（閉じこもりや転倒の危険度など）の把握等を目的としたものとする。  

配布の方法は、健康手帳への添付、対象者への郵送、要介護認定等の申請  
時又は結果通知時における配布その他の適切な方法とする。   

（イ）社会・生活環境等の把握及び評価  

B票を直接又は郵送等により回収し、その内容を把握する。医師、保健師、  
管理栄養士その他保健事業に従事する専門家は、B票の結果その他対象者の  

社会・生活環境等の把握に資する情報を総合的に評価し、当該対象者にふさ  

わしい保健サービスを提供するための計画を策定する。   

り 生活習慣行動の改善指導   

（ア）目的  

A票や基本健康診査等の結果、食生活、運動、休養等の生活習慣を改善す  
る必要が認められる者に対して、具体的な行動変容を支援する指導を行い、  

健全な生活習慣の確立を通じて生活習慣病を予防することを目的とする。   

（イ）対象者  

① 基本健康診査又は骨組髭症検診において、「要指導」と判定された者の  

うち、生活習慣行動の改善指導が必要と評価されたもの。  

② 基本健康診査又は骨粗髭症検診において、「要医療」又は「要精検」と判  

定された者のうち、受診の結果医療の必要はないが生活習慣行動の改善指  

導が必要と判定されたもの。  

③ 上記以外で生活習慣病予防のために生活習慣行動の改善指導が必要と認  

められる者。   

（ウ）指導の担当者  

医師、保健師、管理栄養士等とする。   

（エ）指導内容  

健康度評価（A票に関するもの）や基本健康診査等の結果から判断される  

健康状態について説明するとともlキ、生活習慣行動における問題点を指摘し、  

対象者の状況に即した具体的な生活習慣行動の改善点を指ヰする。  

け）実施場所  

市町村保健センター、公民館等住民に身近な場所で行うよう配慮するとと  

もに、必要に応じ医療機関等で行う。  

肋）受託実施機関  

受託実施機関は、把握された生活習慣及び指導内容を速やかに実施主体  

に報告する。  

（5）記録の整備  

氏名、年齢、健康度評価の方法及びその後のサービスの活用状況等を個人ごと   



の記録票に吉己録する。生活習慣行動の改善指導については、指導内容の要点につ  

いても記録する。  

（6）実施上の留意事項  

健康度評価は、質問票の交付の機会及びその内容、評価の手法、他の保健事業   

への活用法などの多様性にかんがみ、各市町村において、自らの創意工夫を生か  

して実施することが重要である。また、健康度評価の結果については、実施した  

保健活動を対象者個人ごとに又は地域全体として評価する際の指標とするなどそ  

の活用についてエ夫することが望ましい。  

健康度評価を実施した者に対しては、健康教育、訪問指導等他の保健事業が継   

続して行われるように配慮する。なお、必要に応じ食生活改善推進員等のボラン  

ティアの協力を得るものとする。   

6 受診指導  

（1）目的  

基本健康診査の結果「要医療」と判定された者、歯周疾患検診又は骨粗顆症検   

診の結果「要精検」と判定された者について、医療機関への受診を指導すること  

により、的確な受診が確保されることを目的とする。  

（2）対象者  

ア 基本健康診査において「要医療」と判定された者  

イ 歯周疾患検診において「要精検」と判定された者  

り 骨組軽症検診において「要精検」と判定された者  

（3）受診指導の実施  

ア 指導の内容  

対象となる者に対して医療機関への受診を指導する。  

イ 結果等の把握  

医療機関との連携のもとに、受診結果等について把握に努める。  

（4）記録の整備  

受診指導及びその後の受診状況の記録は、診査の記録に合わせて記録し、継続   

的な保健指導に役立てる。   

の記録票に記録する。生活習慣行動の改善指導については、指導内容の要点につ  

いても記録する。   

製 菓施上の留意事項  

健康度評価は、質問票の交付の機会及びその内容、評価の手法、他の保健事業  

への活用法などの多様性にかんがみ、各市町村において、自らの創意工夫を生か  

して実施することが重要である。また、健康度評価の結果については、実施した  

保健活動を対象者個人ごとに又は地域全体として評価する際の指標とするなど、  

その活用についてエ夫することが望ましい。  

健康度評価を実施した者に対しては、健康教育、訪問指導等他の保健事業が継  

続して行われるように配慮する。なお、必要に応じ食生活改善推進員等のボラン  

ティアの協力を得るものとする。   

6 受診指導  

（1）目的  

基本健康診査の結果「要医療」と判定された者、歯周疾患検診又は骨粗怒癌検  

診の結果「要精検」と判定された者について、医療機関への受診を指導すること  

により、的確な受診を確保する。  

（2）対象者  

ア 基本健康診査において「要医療」と判定された者  

イ 歯周疾患検診において「要精検」と判定された者  

り 骨組髭症検診において「要精検」と判定された者  

（3）受診指導の実施  

ア 指導の内容  

対象となる者に対して医療機関への受診を指導する。  

イ 結果等の把握  

医療機関との連携のもとに、受診結果等について把握に努める。  

（4）記録の整備  

受診指導及びその後の受診状況の記録は、診査の記録に合わせて記録し、継続  

的な保健指導に役立てる。   

ヱ 介護予防事業等への参加の指導   

皿 旦坦  
基本健康診査の結果「生活機能の著しい低下有り」と判定された者lこついて、  

介護予防事業等への参加を指導することにより、的確な支援を確保する。   

迎 塾象量  

基本健康診査に椚舌機能の著しい低下有り」と判定された看   

過 介護予防事業等への参加指導の実施   

ヱ 指導の内容  

対象となる者に対して、介護予防事業等への参加を手旨導する。   

土 結果等の把握  

地域包括支援センター等との連携のもとに、介護予防事業等の参加の状況等  



について把握に努める。   

旦 記録の整備  

介護予防事業等への参加指導及びその後の参加状況を言己録し、継続的な保健事旨  

導に役立てる。   

第6 機能訓練   

1 目的  

疾病、外傷、老化等により心身の機能が低下している者に対し、心身機能の維持  
回復に必要な訓練を行うことにより、閉じこもりを防止するとともに日常生活の自   

立を助け、介護を要する状態となることを予防することを目的とする。  

第6 機能訓練   

1 目的  

疾病、外傷、老化等により心身の機能が低下している者に対し、心身機能の維持  

回復に必要な訓練を行うことにより、閉じこもりを防止するとともに日常生活の自  

立を助け、介護を要する状態となることを予防することを目的とする。  

2 機能訓練の種類  

機能訓練の種類については、次に掲げるものとする。   

皿 A型（基本型）（以下「A型」という。）   

（2）B型（地域参加型）（以下「B型」という。）  

3 対象者   

当該市町村の区域内に居住地を有する  

旦 対象者   

当該市町村の区域内に居住地を有する40歳から64歳までの看であって、疾病、   

外傷その他の原因による身体又は精神機能の障害又は低下に対する訓練を行う必要   

があるものとする。ただし、医療におけるリハビリテーションを要する者及び要介   

護者等は対象としない。  

40歳以上の看で  次に掲げるものとする。  

ただし、医療†こおけるり′＼ヒリテーションを要する者は対象としない。また、介護  

保険法に規定する要介護者及び要支援者（以下「要介護者等」という。）も原則と  

して本事業の対象としない。  

」 

．＿  

疾病、外傷その他の原因による身体又は精神機能の障害又は低下に対する訓練   

を行う必要がある者。  

剋 旦聖   
老化等により心身機能が低下している看であって、即舌自立度が   

「「障害老人の日常生活自立度（寝たきり度）判定基準」の活用について」（平成   

3年11月柑日付老健第102－2号大臣官房老人保健福祉部長通知）の別添「障害老人  

の日常生活自立度（痍たきり度）判定基準」のランク」に相当するもの。   

生 実施手続  

実施手続は次のような方法により行う。  

（1）訓練の申込  

訓練希望者にあらかじめ所定の申込書を市町村あてに提出させる。   

ほ）訓練対象者の決定  

A型及びB型それぞれの訓練対象者の決定に当たっては、あらかじめ医師の判   

定を得、訓練施設の整備の状況、訓練担当者の状況、その他の状況を勘案の上行  

う。  

（3）訓練実施等の通知  

訓練希望者に対し、訓練の適否及びその理由、訓練の開始日等その他必要な事   

旦 実施手続   

実施手続は次のような方法により行う。  

（1）訓練の申込  

訓練希望者にあらかじめ所定の申込書を市町村あてに提出させる。  

（2）訓練対象者の決定  

訓練対象者の決定に当たっては、あらかじめ医師の判定を得、訓練施設の整備   

の状況、訓練担当者の状況、その他の状況を勘案の上行う。   

（3）訓練実施等の通知  

訓練希望者に対し、訓練の適否及びその理由、訓練の開始日等その他必要な事  



項を通知する。   

旦 実施場所   

皿星型  
市町村保健センター、保健所、健康増進センター、老人福祉センター、特別養  

護老人ホーム、介護老人保健施設、公民館等で適当と認められる施設とする。  

（2）B型  

（1）に示している実施場所のほか、集会場、公共施設等の会議室、体育館、公園、  

項を通知する。   

旦 実施場所  

市町村保健センター、保健所、健康増進センター、老人福祉センター、特別養護   

老人ホーム、介護老人保健施設、公民館等であって、適当と認められる場所で行う。  

広場、運動場等地域住民の身近な場所とする。   

旦 送迎  

対象者の心身の機能の状態に応じ、リフトバス等による送迎を行う。ただし、原   

則としてB型については行わない。   

ヱ 実施方法  

（1）訓練実施者   

ヱ 旦聖  

訓練は、医師及び医師の指導のもとに理学療法士、作業療法士、保健師、看  

護師等が実施する。   

土 旦聖  
訓岬保健・  

医療・福祉関係職種の市町村戦員又は市町村から契約により委託された機関の  

当該職員を中心とし、地域のボランティア等を活用して実施する。   

ほ）訓練内容   

ヱ 旦＿聖  

麻痔や拘縮等の機能障害及び食事や衣服の着脱等の能力障害並びにこれらに  

より生じる閉じこもりや孤立等の社会的障害の回復のための訓練を、おおむね  

次に掲げる活動を通して実施する。  

邑 送迎   

対象者の心身の機能の状態に応じ、リフトバス等による送迎を行う。  

旦 実施方法  

（1）訓練実施者  

医師及び医師の指導のもとに理学療法士、作業療法士、吉富吾聴覚士、保健師、   

看護師等が実施する。  

（2）訓練内容  

麻痔や拘縮等の機能障害及び食事や衣服の着脱等の能力障害並びにこれらによ   

り生じる閉じこもりや孤立等の社会的障害の回復のための訓練を、おおむね次に   

掲げる活動を通して実施する。  

転倒予防、失禁予防、体力増進等を目的とした体操  

習字、絵画、陶芸、皮細工等の手工芸  

軽度のスポーツやレクリエーション  

交流会、懇談会 等   

転倒予防、失禁予防、体力増進等を目的とした体操  

習字、絵画、陶芸、皮細工等の手工芸  

軽度のスポーツやレクリエーション  

交流会、懇談会等  
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旦里   

心身機能の低下により生じる閉じこもりや孤立等の社会的障害の回復又は予  

防に重点を置いた訓練を、才岬舌動を通して実施する。  

剋 絵画、エ芸等の創作を主体とした活動  

姐 レクリエーション及びスポーツ  

迦 交流会、懇談会及び地域の諸行事への参加等を主体とした活動等  

邑 実施回数及び実施期間   

揖 旦聖   

ユ 実施回数及び実施期間  



訓練の実施回数はおおむね週2回とする。実施期間はおおむね6か月を1期間と   

とし、訓練の効果等を勘案し継続実施の要否の判定を行う。   

盟 旦聖  

訓顧問はおおむね1年間とし、訓  
練の効果等を勘案し継続実施の要否の判定を行う。   

旦 訓練記録の作成   

対象者の名簿、訓練計画実施台帳、訓練日誌その他必要な記録票を整備し、訓練   

対象者の氏名、年齢、住所、生活歴、家庭環境及び訓練経過、機能回復の状況等を   

記録する。   

通 関係機関との連携  

（1）訓練を必要とする者を把握するに当たっては、保健所、地域医師会、老人クラ  

ブ及び自治会等関係機関と緊密な連携を図る。  

（2）訓練の実施方法等について、地域医師会や医療機関と十分な連絡調整を図る。  

（3）訓練終了に当たっては、対象者の状況に応じ、他の保健事業やそれぞれの地域  

における福祉サービス等と結びつけ、引き続き適切なサービスが提供されるよう  

配慮する。  

（4）訓練の実施並びに実施後の指導に必要な対象者の日常生活及び家庭環境等の把  

握について、福祉事務所等の協力を求める。   

n 周知徹底  
（1）訓練は特に家族の積極的な協力を得て行うことが必要であり、家族に対しても  

訓練の趣旨及び内容等を十分に理解させるよう努める。  

（2）広報紙等を通じ訓練の趣旨、内容及び送迎の実施等を周知する。   

過 その他の留意事項  

（1）地域の実情に即し、市町村の直接実施のほか、特別養護老人ホーム、介護老人  

保健施設等への委託、複数市町村による共同実施等の方法を活用することにより、  

実施体制の整備を図る。   

ほ）特別養護老人ホーム等における訓練の実施に当たっては、当該施設入所者の処  

遇に支障のないよう配慮する。  

（3）介護を要する状態の予防をより一層効果的に行う観点から、地域リハビリテー  

ション支援体制整備推進事業と十分な連携を図る。  

（4）訓練に従事若しくは従事しようとする者を研修に参加させる等により、その資  

質の向上を図る。  

（5）対象者は心身の機能が低下している看であることにかんがみ、適所及び訓練の  

実施に当たっては事故防止に万全を期す。  

（6）訓練終了者については、回復した機能の低下を防止する観点から、自主的なグ  

ループ活動の育成を図ることが望ましい。   

皿 要介護者等は機能訓練の対象とならないことを原則とするが、通所介護、通所   

訓練の実施回数はおおむね週2回とする。実施期間はおおむね6か月を1期間  

とし、訓練の効果等を勘案し継続実施の要否の判定を行う。  

旦 訓練記録の作成  

対象者の名簿、訓練計画実施台帳、訓練日誌その他必要な記録票を整備し、訓練   

対象者の氏名、年齢、住所、生活歴、家庭環境及び訓練経過、機能回復の状況等を   

記録する。一   

旦 関係機関との連携  

（1）訓練を必要とする者を把握するに当たっては、保健所、地域医師会、老人クラ  

ブ及び自治会等関係機関と緊密な連携を図る。  

（2）訓練の実施方法等について、地域医師会や医療機関と十分な連絡調整を図る。  

（3）訓練終了に当たっては、対象者の状況に応じ、他の保健事業やそれぞれの地域  

における福祉サービス等と結びつけ、引き続き適切なサービスが提供されるよう  

配慮する。  

（4）訓練の実施並びに実施後の指導に必要な対象者の日常生活及び家庭環境等の把  

握について、福祉事務所等の協力を求める。   

週 周知徹底  

（1）訓練は特に家族の積極的な協力を得て行うことが必要であり、家族に対しても  

訓練の趣旨及び内容等を十分に理解させるよう努める。  

（2）広報紙等を通じ訓練の趣旨、内容及び送迎の実施等を周知する。   

止 その他の留意事項  

（1）地域の実情に即し、市町村の直接実施のほか、特別養護老人ホーム、介護老人  

保健施設等への委託、複数市町村による共同実施等の方法を活用することにより、  

実施体制の整備を図る。  

（2）特別養護老人ホーム等における訓練の実施に当たっては、当該施設入所者の処  

遇に支障のないよう配慮する。  

（3）介護を要する状態の予防をより一層効果的に行う観点から、都道府県が行う地  

域リハビリテーション推進のための事業と十分な連携を図る。  

（4）訓練に従事若しくは従事しようとする者を研修に参加させる等により、その資  

質の向上を図る。  

（5）対象者は心身の機能が低下している看であることにかんがみ、通所及び訓練の  

実施に当たっては事故防止に万全を期す。  

（6）訓練終了者については、回復した機能の低下を防止する観点から、自主的なグ  

ループ活動の育成を図ることが望ましい。  



リハビリテーション等の介護保険サービスを十分確保することが困難な市町村に  

おいては、当面の間に限り、要介護者等を機能訓練の対象として差し支えない。  

ただし、この場合にあっても、介護保険制度担当部局との調整を図るとともに介  

護保険給付の対象となるサービス王の確保に努め、要介護者等が機能訓練を利用  

せざるを得ない状況を解消していくことが必要である。   

第7 訪問指導   

1 目的  

療養上の保健指導が必要であると認められる者及びその家族等に対して、保健師  

等が訪問して、その健康に関する問題を総合的に把握し、必要な指導を行い、これ  

らの者の心身機能の低下の防止と健康の保持増進を図ることを目的とする。  

2 対象者  

当該市町村の区域内に居住地を有する40歳以上の看で、その心身の状況、その  

置かれている環境等に照らして療養上の保健指導が必要であると認められるものを  

対象とする。  

3 訪問担当者  

訪問担当者は保健師、看護師、管理業養士、歯科衛生士、理学療法士、作業療法  

士等とする。  

4 実施方法   

（1）対象者の把握及び名簿の作成  

市町村は、本人及び家族等からの相談、健康度評価その他の保健事業の実施に  

伴う情報、医療機関、福祉関係機関その他の関係団体からの依頼等に基づき、対  

象者を把握し、対象者名簿を作成する。   

（2）初回訪問指導の実施と訪問指導計画の策定  

対象者名矧こ基づき、訪問指導を実施する。初回訪問指導は原則として保健師  

が行い、対象者及び家族の状況（心身の状態、既往歴、生活習慣、栄養状態、口  

腔衛生状態、家族の介護等の状況、生活環境等）を把握する。その後、必要に応  

じて管理栄養士、歯科衛生士等と協議の上、訪問指導の目標、内容その他必要な  

事項からなる訪問指導計画を策定する。   

（3）訪問指導の内容  

訪問指導の内容はおおむね次の事項とする。  

ア 家庭における療養方法に関する指導  

栄養、運動、口腔衛生その他家庭における療養方法に関する指導  

イ 介護を要する状態になることの予防に関する指導  

閉じこもりの予防、転倒の予防その他の介護を要する状態になることの予防  

のために必要な指導  

り 家庭における機能訓練方法、住宅改造及び福祉用具の使用に関する指導  

第7 訪問指導  

1 目的  

療養上の保健指導が必要であると認められる者及びその家族等に対して、保健師  

等が訪問して、その健康に関する問題を総合的に把握し、必要な指導を行い、これ  

らの者の心身機能の低下の防止と健康の保持増進を図ることを目的とする。  

2 対象者  
当該市町村の区域内に居住地を有する40歳から64歳までの看であって、その  

心身の状況、その置かれている環境等に照らして療養上の保健指導が必要であると  

認められるものを対象とする。  

3 訪問担当者  

訪問担当者は保健師、看護師、管理栄養士、歯科衛生士、理学療法士、作業療法  

士等とする。  

4 実施方法   

（1）対象者の把握及び名簿の作成  

市町村は、本人及び家族等からの相談、健康度評価その他の保健事業の実施に  

伴う情報、医療機関、福祉関係機関その他の関係団体からの依頼等に基づき、対  

象者を把握し、対象者名簿を作成する。   

（2）初回訪問指導の実施と訪問指導計画の策定  

対象者名簿に基づき、訪問指導を実施する。初回訪問指導は原則として保健師  

が行い、対象者及び家族の状況（心身の状態、既往歴、生活習慣、栄養状態、口  

腔衛生状態、家族の介護等の状況、生活環境等）を把握する。その後、必要に応  
じて管理栄養士、歯科衛生士等と協議の上、訪問指導の目標、内容その他必要な  

事項からなる訪問指導計画を策定する。   

（3）訪問指導の内容  

訪問指導の内容はおおむね次の事項とする。  

ア 家庭における療養方法に関する指導  

栄養、運動、口腔衛生その他家庭における療養方法に関する指導  

イ 介護を要する状態になることの予防に関する指導  

閉じこもりの予防、転倒の予防その他の介護を要する状態になることの予防  

のために必要な指導  

り 家庭における機能訓練方法、住宅改造及び福祉用具の使用に関する指導  
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エ 家族介護を担う者の健康管理に関する指導   

オ 生活習慣病の予防等に関する指導  

力 関係諸制度の活用方法等に関する指導  

医療、保健、福祉その他の諸制度及びサービスの活用方法等に関する情報提  

供、相談、指導及び調整   

キ 認知症に関する正しい知識、緊急の場合の相談先等に関する指導   

ク その他健康管理上必要と認められる指導  

（4）かかりつけ医との連携  

疾病等を有する者に対する訪問指導に際しては、かかりつけ医と連携を図り、  

その指導のもとに実施する。  

（5）その他の留意事項   

ア 医療保険により訪問看護若しくは訪問リハビリテーションを受けている者又  

は介護保険において要介護者等である者に対して訪問指導を実施する場合に  

は、訪問看護及び訪問リハビリテーションと内容的に重複するサービスについ  

ては行わないことを原則とし、それらのサービス提供者等と連携を十分に図る。   

イ 認知症高齢者に対する訪問指導の実施については、保健所で実施されている  

老人精神保健相談事業との連携を図るため、保健所への報告、保健所が開催す  

る連絡会議への参加等を行い、必要に応じ保健所の指導・調整を受ける。   

り 本事業の訪問指導は、健康管理上の観点から行うものであるが、老人医療費  

適正化対策事業等として行う重複・頻回受診者に対する訪問指導等とも対象者  

が重複し得ることから、十分な連携を図るとともに、必要に応じ保健事業に従  

事する保健師等も、老人医療担当課等において雇用した保健師等に対する指導、  

調整の任に当たるなど、重複した指導にならず効果的な指導が実施されるよう  

有機的な連携体制の確立を図る。   

5 記録の整備及び評価   

対象者の氏名、年齢、訪問指導計画、指導内容等を記録する。また、その内容を   

分析、評価することにより、事後の訪問指導に資することとする。   

6 関係機関等との連携   

対象者の把握、実施計画の策定その他訪問指導の円滑かつ効果的な実施を推進す   

る観点から、緊急時の措置等についてあらかじめ地域医師会、関係医療機関と協議   

するほか、ホームヘルパー、民生委員その他の関係者との連携及び保健所、福祉関   

係機関、居宅サービス事業者、居宅介護支援事業者、民間団体、ボランティアその   
他の住民組織等との連携を図り、必要な協力を得るものとする。また、必要に応じ   

て地域ケア会議（従来の高齢者サービス調整チーム）等の活用を図る。   

7 都道府県、保健所の役割   

都道府県、保健所は、保健師その他の訪問指導に従事する者の資質を向上するた   

め研修を行うものとする。   

エ 家族介護を担う者の健康管理に関する指導  

オ 生活習慣病の予防等に関する指導  

力 関係諸制度の活用方法等に関する指導  

医療、保健、福祉その他の諸制度及びサービスの活用方法等に関する情報提  

供、相談、指導及び調整  
キ 認知症に関する正しい知識、緊急の場合の相談先等に関する指導   

ク その他健康管理上必要と認められる指導  

（4）かかりつけ医との連携  

疾病等を有する者に対する訪問指導に際しては、かかりつけ医と連携を図り、  

その指導のもとに実施する。  

（5）その他の留意事項  

ア 医療保険により訪問看護若しくは訪問リハビリテーションを受けている者又  

は介護保険において要介護者等である者に対して訪問指導を実施する場合に  

は、訪問看護及び訪問リハビリテーションと内容的に重複するサービスについ  

ては行わないことを原則とし、それらのサービス提供者等と連携を十分lこ図る。  

イ 認知症高齢者に対する訪問指導の実施については、保健所で実施されている  

老人精神保健相談事業との連携を図るため、保健所への報告、保健所が開催す  

る連絡会議への参加等を行い、必要に応じ保健所の指導・調整を受ける。  

り 本事業の訪問指導は、健康管理上の観点から行うものであるが、老人医療費  

適正化対策事業等として行う重複・頻回受診者に対する訪問指導等とも対象者  

が重複し得ることから、十分な連携を図るとともに、必要に応じ保健事業に従  

事する保健師等も、老人医療担当課等において雇用した保健師等に対する指導、  

調整の任に当たるなど、重複した指導にならず効果的な指導が実施されるよう  

有機的な連携体制の確立を図る。   

5 記録の整備及び評価   

対象者の氏名、年齢、訪問指導計画、指導内容等を記録する。また、その内容を   

分析、評価することにより、事後の訪問指導に資することとする。   

6 関係機関等との連携   

対象者の把握、実施計画の策定その他訪問指導の円滑かつ効果的な実施を推進す   

る観点から、緊急時の措置等についてあらかじめ地域医師会、関係医療機関と協議   

するほか、ホームヘルパー、民生委員その他の関係者との連携及び保健所、福祉関   

係機関、居宅サービス事業者、居宅介護支援事業者、民間団体、ボランティアその   
他の住民組織等との連携を図り、必要な協力を得るものとする。また、必要に応じ   

て地域ケア会議（従来の高齢者サービス調整チーム）等の活用を図る。   

7 都道府県、保健所の役割  
、   

都道府県、保健所は、保健師その他の訪問指導に従事する者の資質を向上するお   
め研修を行うものとする。  
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傍線の部分は改正部分  

改 正 後   現  行   

別添1   別添1   

様式1   様式1   

基本健康診査の記録（その1）   基本健康診査の記録（その1）   

受診年月 日  年月 日   年月 日   年月 日  年月 日  年月 日   受診年月日  年月日 年月日 年月日 年月日 年月日 

身  長  Cm  Cm  Cm  Cm  Cm   身  長 cm cm cm cm cm 

体  重  kg  kg  kg  kg  kg  体  重 kp kp kp kg kg 

B  M l  

～  ～  ～   ～   ～  ～   ～  ～   

l血♯検査I l血糖検査l 

基本健康診査の記録（その2）（略）   基本健康診査の記録（その2）（略）   

基本健康診査の記録（その3）   基本健康診査の記録（その3）   

】受診年月日l年月日l年月日l年月日l年月日l年月日l   受診年月日  l年月日l年月日l年月日1年月日l年月日l   
′ヽ′  ～  一ヽ′  ′－  ～  ～   ′ヽ′  ～   

その他の所見   その他の所見   

（自覚症状、理学的所   （自覚症状、理学的所   

見等）   見等）  

過重旦盆  

総合的指示事項  

去施撞塵皇   
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基本健康診査の記録（その4）  

受診年月日  年月日   年月日   年月日   年月日   年月日   

基  総合（うつを除く）   ／20   ／20   ／20   ／20   ／20   

本ト  運動器の機能向上   ／5   ／5   ／5   ／5   ／5   

チ  栄養改善   ／2   ／2   ／2   ／2   ／2   

エ  口腔機能の向上   ／3   ／3   ／3   ／3   ／3   

ツ  閉じこもり   ／2   ／2   ／2   ／2   ／2   

ク  ものわすれ   ／3   ／3   ／3   ／3   ／3   

リ  うつ   ／5   ／5   ／5   ／5   ／5   

理  

学  

的   

血清アルブミン検査  

指導区分  

総合的指示事項  

実施機関名  




